
 

令和８年度森林土壌に係る基礎的情報収集（試料収集分析業務）（九州ブロック） 

仕様書 

１  件名 

令和８年度森林土壌に係る基礎的情報収集（試料収集分析業務）（九州ブロック） 

２  目的 

我が国は、気候変動枠組条約・京都議定書により、森林吸収量の算定・報告が義務付けられて

おり、国際的に定められたガイドライン等に基づき、地上バイオマス、地下バイオマス、枯死

木、リター（林床に堆積している落葉、落枝、腐植層等。以下「堆積有機物」という。）、土壌有

機物及び伐採木材製品の６つのプールそれぞれの炭素蓄積変化量（吸収・排出量）を算定する必

要がある。 

我が国では、枯死木、堆積有機物及び土壌有機物（以下「３プール」という。）の炭素蓄積変化

量については、プロセスモデル（CENTURY-jfos）を用いて算定しているが（「日本国温室効果ガス

インベントリ報告書2025年」第６章参照）、上記ガイドラインにおいて、モデルによる算定につい

てはモニタリングの実施が推奨されており、本調査に基づき、モデルの検証と精度向上等、炭素

蓄積の把握に資する検討を行うこととする。 

本業務は、上記目的のため３プールについて現地調査及び採取した試料の調整・分析等を行う

ものである。 

３  事業内容 

（ １）調査対象

調査対象箇所は、森林生態系多様性基礎調査（林野庁森林整備部計画課の事業。以下

「森林資源モニタリング調査」という。）の特定調査プロットのうち別紙１で指定する

箇所とする。 

ただし、調査対象箇所数については、（２）の①の許諾が得られない場合やその他の

事情により調査に支障がある場合は、林野庁担当者と協議の上、変更があり得るものと

する。 

なお、各プロットの位置情報、過去の調査実施状況、到達経路図及びその他森林資源

モニタリング調査における参考情報については、原則として林野庁から別途提供する。

（ ２）調査手続

①森林所有者の許諾の取得

試料採取等の現地調査の実施のため、事前に森林所有者の許諾を得る。調査地が

分収造林地等の場合は、土地所有者と森林管理者双方の許諾が必要となることに留

意する。なお、森林所有者の許諾は原則として許諾の意思を示した文書（以下「回

答書」という。）により取得すること。

また、都道府県有林、市町村有林、国有林等において必要な場合には、入林許可

を得るほか、必要に応じて林道通行許可等を取得する。 

森林所有者の連絡先については、原則として林野庁から別途提供する。また、森

林所有者へ送付する回答書等の様式については、林野庁から別途提示する。 

②法的制限のある場合の手続



調査地が保安林や自然公園等法的な制限がかかる地域の場合には、調査実施に必

要な許認可等の取得手続を調査前に行う。なお、調査予定箇所におけるこれらの法

的な制限の有無については、原則として林野庁から別途情報提供する。 

（ ３）講習会への参加等

調査方法の継続性や得られるデータの品質確保の観点から、（４）の調査実施に先

立って、別途林野庁が発注を予定している森林吸収源インベントリ情報整備事業 土壌

等調査（指導取りまとめ業務）の受託者（以下「指導業者」という。）が開催する説

明会及び各講習会等に調査員を参加させるとともに、必要に応じて随時、指導業者の

指導を受けること（再委託先が実施する場合を含む。）。また、過去に調査を実施し

た実績がない場合などは、２回目の講習を実施する場合もある。なお、講習会等への

参加経費は、本業務に含むものとする。 

説明会及び講習会一覧 

実施 

年度 

講習会名 対象 主な内容 期間 

(予定) 

時期 

(予定) 

８ 

説明会 

（全体） 

実技講習

会(全体)

現地講習

会（各ブ 

ロック）

総括責任者、現地調査

班のリーダー、データ

入力担当者、試料調

整・分析担当者 

総括責任者、現地調査

班のリーダー、調査員

現地調査を行う全ての

調査員 

事業全体の流れ、現地調査、試

料の調整と分析、データの仮提

出、調査結果報告書の作成、保

存試料の提出方法等について説

明 

現地調査の方法に関する実技実

習 

現地調査の内容と方法について 

カテゴリＡの最初の調査プロッ

トでの調査及び確認の実施

２日間 

１日 

８月以降 

８月以降 



（ ４）調査実施 

以下の①～④の調査を行う。なお、カテゴリＡの調査箇所についてはこれら全てを

行うが、カテゴリＢの調査箇所は枯死木調査のみ行うこととし、①のうち堆積有機物

試料及び土壌試料の採取と、②及び③は行わない。調査の詳細は別紙２によるが、指

導業者から、調査・分析に関するマニュアル（以下「マニュアル」という。）やデー

タ入力ツール及び様式が示されるので、具体的にはこれに従って調査及びデータ入力

を行うことを基本とし、手順の詳細は指導業者からの指導を受けることとする。 

 

①現地調査 

調査プロットにおいて、森林資源モニタリング調査の杭の存在を確認して調査地

の概況を記載し、杭を通る二方向のライン上で枯死木調査（立枯木・根株調査を含

む。）を行う。また、周辺４地点において、各0.25㎡の面積で堆積有機物試料採取

を行うとともに、深さ40cmまでの土壌断面記載及び土壌試料の採取を行う。 

この現地調査は、試料調整・分析及びデータ報告に要する時間を確保する観点か

ら、調査プロットのうちカテゴリＡについては、令和８年11月６日(金)、カテゴリ

Ｂについては、令和８年11月30日(月)までをめどに完了することとする（期限まで

の完了が困難と見込まれる場合は、指導業者及び林野庁担当者へ報告すること）。 

なお、現地調査の実施結果について、指導業者が指定する様式により、調査終了

後順次整理し、指導業者へ結果の確定に先立って提出（以下「仮提出」という。）

し、点検及び指導を受けること。指導業者による点検の結果、異常が認められた場

合は、再度調査等を行うこと。 

②試料調整 

①で採取した堆積有機物試料及び土壌試料について③の分析用の試料調整を行う

とともに、土壌試料については容積重を測定する。調整後の試料のうち保存用のも

のについては、順次指導業者に提出すること。 

なお、指導業者が指定する様式により、試料調整の実施結果について、指導業者

へ仮提出し、点検及び指導を受けること。この仮提出は、試料調整終了後順次行 

い、全調査プロット（カテゴリＡ）については、令和８年11月30日(月)をめどに完

了することとする（期限までの完了が困難と見込まれる場合は、指導業者及び林野

庁担当者へ報告すること）。指導業者による点検の結果、異常が認められた場合

は、再調整等を行うこと。 

③試料分析 

②で調整した試料について、炭素濃度、窒素濃度等の分析を行う。また、試料分

析を行う際には、指導業者が提供する標準試料の分析を行い、その結果を指導業者 



に報告すること。 

なお、指導業者が指定する様式により、試料分析の実施結果について、指導業者

へ仮提出し、点検及び指導を受けること。この仮提出は、試料分析終了後順次行 

い、令和８年12月７日(月)をめどに完了することとする（期限までの完了が困難と

見込まれる場合は、指導業者及び林野庁担当者へ報告すること）。指導業者による

点検の結果、異常が認められた場合は、再分析等を行うこと。 

④調査結果の提出 

指導業者の点検を受け確定した調査結果（以下「最終調査結果」という。）は、

マニュアルに定める様式に入力し、調査票等１セットと最終調査結果を格納したＣ 

Ｄ又はＤＶＤ１部を指導業者へ提出する。この提出は、令和９年１月８日(金)まで

に行うこととする（外的要因等やむを得ない理由により期限までの提出が困難と見

込まれる場合は、事前に指導業者に相談の上、林野庁担当者に書面をもって報告し

了解を得ること）。なお、提出後、指導業者による確認の結果、林野庁担当者から

再分析等の指示があった場合は、これに従うこと。 

 

（ ５）検討会への出席 

調査方法の改善やデータの品質管理の観点から、指導業者が開催する検討会に、統括

責任者（又はそれに準ずる者）を１名以上出席させるとともに、検討会の内容を全調査

員に周知すること。 

 

４  事業期間 

委託契約締結日～令和９年２月26日(金) 

 

５  成果品 

成果品について、令和９年２月26日(金)までに、下記のとおり納入すること。 

（１） 納入物品 

調査報告書 １部 

電磁記録媒体資料 １部(CD-R 又は DVD) 

※電磁記録媒体資料の内容のうち、（３（４）④で指導業者に提出した調査結果につい

ては不要とする。） 

・調査報告書 

・調査箇所に関する情報及び森林所有者情報を更新した調査箇所一覧表 

・調査手続書類（回答書、入林許可書、制限林作業許可書等）の写し 

（２） 納入場所 

林野庁森林整備部計画課森林資源調査班 （農林水産省別館７階 ドアNo.712） 

 

６  その他 

（ １）受託者は、業務の進行状況等を管理し、指導業者に定期的に報告するほか、林野庁

担当者及び指導業者の求めに応じて適宜報告を行うものとする。 

（ ２）事業内容の実行及び成果品の作成について、本仕様書に定める事業期間内及び成果品

の納入期日までに完了できないおそれがあると林野庁担当者が判断した場合、林野庁担

当者は、業務状況・進行状況に関して必要な指示を行う場合がある。この時、受託者

はこれに従うこと。 



（ ３）受託者は、本業務の実施に当たって再委託を行う場合は、事前に支出負担行為担当

官林野庁長官の承認を得るものとする。 

（４）受託者は、業務により知り得た秘密について、外部に漏らしてはならない。 

（ ５）業務の目的を達成するために、本仕様書に明示されていない事項で必要な作業が生

じたときは、林野庁担当者と受託者が協議を行うものとする。 

（ ６）受託者は、契約後、現地調査開始前までに、現地調査における安全管理体制図（緊

急連絡先を明記）を林野庁担当者及び指導業者に提出すること。 

（ ７）林野庁担当者は、必要に応じて次の資料の閲覧又は貸付けを許可する。 

・過年度における本事業調査報告書（農林水産省HP

（https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/ondanka_zigyo.html）においても一部

閲覧可能） 

・森林土壌インベントリ方法書（１）野外調査法（第五期版） 

・森林土壌インベントリ方法書（２）試料分析（第五期版） 

（８）本事業における人件費の算定に当たっては、別添の「委託事業における人件費の算定等の 

適正化について」に従って行うものとする。なお、林野庁は受託者から提出された人件費の 

算定について確認するため、原則として人件費単価表（受託者が組織として人件費単価を定 

めている場合）又は実際に従事する（した）者の給与明細等の算定根拠書類を確認する。 

(９) 受注者は、役務の提供に当たり、新たな環境負荷を与えることにならないよう、事業の最 

終報告時に様式を用いて、以下の取組に努めたことを、別紙４「みどりチェック実施状況報 

告書」として提出すること。なお、全ての事項について「実施した／努めた」又は「左記非 

該当」のどちらかにチェックを入れるとともに、ア～エの各項目について、一つ以上「実施 

した／努めた」にチェックを入れること。 

ア 環境負荷低減に配慮したものを調達するよう努める。 

イ エネルギーの削減の観点から、オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状況の 

記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない取組（照明、空調のこま 

めな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃費効率の良い機械の利用等）の実 

施に努める。 

ウ 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分に努める。 

エ みどりの食料システム戦略の理解に努める。 

 

  



別紙１ 調査地点⼀覧
都道府県 世界北緯 世界北緯 世界東経 世界東経

（参考） （度） （分） （度） （分）

8-1 400285 A 九州 40福岡県 京都郡苅⽥町⼤字下⽚島字ｵｵｸﾎﾞ 遠賀川 ⺠有林 33 45.648 130 57.266
8-2 420055 A 九州 42⻑崎県 対⾺市峰⻑三根字⿅ノ内 対⾺ ⺠有林 34 28.916 129 19.412
8-3 420075 A 九州 42⻑崎県 対⾺市上対⾺町⾈志字宮ノ河内 対⾺ ⺠有林 34 35.412 129 24.631
8-4 420095 A 九州 42⻑崎県 平⼾市⽥平町下寺免割フケ ⻑崎北部 ⺠有林 33 19.676 129 35.021
8-5 420205 A 九州 42⻑崎県 諫早市宗⽅町 ⻑崎南部 ⺠有林 32 49.293 130 5.751
8-6 430415 A 九州 43熊本県 阿蘇郡阿蘇町⼤字⻄町字テングダニ ⽩川・菊池川 ⺠有林 32 53.707 131 4.989
8-7 430435 A 九州 43熊本県 阿蘇郡南⼩国町⼤字満願寺字オハゼ ⽩川・菊池川 ⺠有林 33 4.526 131 7.57
8-8 440255 A 九州 44⼤分県 ⼤分市神崎字⼩平 ⼤分中部 ⺠有林 33 15.277 131 33.343
8-9 440385 A 九州 44⼤分県 津久⾒市⼤字千怒 ⼤分中部 ⺠有林 33 4.337 131 53.837

8-10 450205 A 九州 45宮崎県 ⻄都市上揚 ⼀ツ瀬川 ⺠有林 32 19.063 131 15.153
8-11 450215 A 九州 45宮崎県 ⻄⾅杵郡  ⾼千穂町  ⼤字  押⽅ 五ヶ瀬川 国有林 32 40.707 131 15.213
8-12 450285 A 九州 45宮崎県 児湯郡⽊城町中ノ⼜ ⼀ツ瀬川 ⺠有林 32 19.051 131 20.251
8-13 450375 A 九州 45宮崎県 宮崎市折⽣迫 ⼤淀川 ⺠有林 31 46.559 131 27.734
8-14 460005 A 九州 46⿅児島県 ⼤島郡  知名町  ⼤字上城  字ｵｸｶﾞﾜﾀﾒｲｹ 奄美⼤島 ⺠有林 27 22.24 128 34.074
8-15 460055 A 九州 46⿅児島県 ⼤島郡  奄美市  住⽤町  ⼤字城  字ｵｶﾞﾜ 奄美⼤島 ⺠有林 28 18.743 129 27.428
8-16 460275 A 九州 46⿅児島県 ⿅児島市  喜⼊⽣⾒町  吉⾒ 南薩 国有林 31 18.418 130 32.127
8-17 460385 A 九州 46⿅児島県 肝属郡  南⼤隅町  佐多伊座敷 ⼤隅 国有林 31 7.633 130 47.279
8-18 460485 A 九州 46⿅児島県 肝属郡  肝付町  岸良 ⼤隅 国有林 31 9.808 130 57.345
8-19 400220 B 九州 40福岡県 直⽅市⼤字頓野字ﾐﾅﾐﾍﾗ 遠賀川 ⺠有林 33 45.636 130 46.903
8-20 400230 B 九州 40福岡県 浮⽻市浮⽻町⼤字新川字ｶﾜﾗﾊﾞ 筑後・⽮部川 ⺠有林 33 17.508 130 49.55
8-21 410110 B 九州 41佐賀県 ⼩城郡 三⽇⽉町 ⼤字織島 字猪ヶ城 佐賀東部 ⺠有林 33 19.534 130 13.456
8-22 430350 B 九州 43熊本県 阿蘇郡⻄原村⼤字⿃⼦字タワラヤマ ⽩川・菊池川 ⺠有林 32 51.544 130 57.294
8-23 430380 B 九州 43熊本県 阿蘇郡⼩国町⼤字下城字ミナミオタケ ⽩川・菊池川 ⺠有林 33 8.859 130 59.858
8-24 430400 B 九州 43熊本県 阿蘇郡南⼩国町⼤字中原字ユフロ ⽩川・菊池川 ⺠有林 33 2.365 131 2.428
8-25 430420 B 九州 43熊本県 阿蘇郡南⼩国町⼤字⾚⾺場字シバオ ⽩川・菊池川 ⺠有林 33 4.528 131 4.999
8-26 430430 B 九州 43熊本県 阿蘇郡⼀の宮町⼤字坂梨字ウバガフト ⽩川・菊池川 ⺠有林 32 53.705 131 7.554
8-27 440190 B 九州 44⼤分県 別府市  南畑  伽藍丘北 ⼤分北部 国有林 33 19.635 131 25.637
8-28 440350 B 九州 44⼤分県 ⾅杵市⼤字中尾字瀬⼾岩の上 ⼤分中部 ⺠有林 33 4.388 131 46.126
8-29 440390 B 九州 44⼤分県 津久⾒市⼤字江浦越 ⼤分中部 ⺠有林 33 4.318 131 56.407
8-30 450130 B 九州 45宮崎県 児湯郡⻄⽶良村横野 ⼀ツ瀬川 ⺠有林 32 10.414 131 10.039
8-31 450200 B 九州 45宮崎県 ⻄都市⼤字寒川 ⼀ツ瀬川 ⺠有林 32 8.241 131 15.123
8-32 450310 B 九州 45宮崎県 宮崎市鏡洲 ⼤淀川 ⺠有林 31 48.741 131 22.675
8-33 450320 B 九州 45宮崎県 ⻄都市南⽅ ⼀ツ瀬川 ⺠有林 32 10.386 131 22.764
8-34 450390 B 九州 45宮崎県 宮崎県東⾅杵郡美郷町⻄郷区⽥代 ⽿川 ⺠有林 32 25.52 131 27.931
8-35 450400 B 九州 45宮崎県 ⻄⾅杵郡  ⽇之影町  ⼤字  ⾒⽴ 五ヶ瀬川 国有林 32 47.164 131 28.043
8-36 450420 B 九州 45宮崎県 延岡市  北⽅町  上⿅川 五ヶ瀬川 国有林 32 42.825 131 30.58
8-37 460020 B 九州 46⿅児島県 ⼤島郡  徳之島町  ⼤字⾦⾒  字タケノサク 奄美⼤島 ⺠有林 27 52.69 128 58.189
8-38 460030 B 九州 46⿅児島県 ⼤島郡  瀬⼾内町  ⼤字野⾒⼭  字ｵｵﾂｶﾊﾗ 奄美⼤島 ⺠有林 28 5.738 129 17.664
8-39 460060 B 九州 46⿅児島県 ⼤島郡  奄美市  名瀬  ⼤字⼩湊  字ﾏｴﾔﾏ 奄美⼤島 ⺠有林 28 18.743 129 32.323
8-40 460140 B 九州 46⿅児島県 ⽇置市  吹上町  ⼊来 南薩 国有林 31 29.185 130 19.444
8-41 460460 B 九州 46⿅児島県 肝属郡  錦江町  城元 ⼤隅 国有林 31 14.137 130 54.823
8-42 460510 B 九州 46⿅児島県 肝属郡  肝付町  岸良 ⼤隅 国有林 31 14.138 130 59.862

民国別カテゴリ年度-番号 格子点ＩＤ ブロック分け 市町村 森林計画区



別紙２ 

土壌等調査における現地調査、試料調整、試料分析の詳細 

 
調査は、本別紙のほか、「森林土壌インベントリ方法書（１） 野外調査法」及び「森林土壌

インベントリ方法書（２） 試料分析法」（以下「マニュアル」という。）に基づいて行うこと。
具体的には、別途発注する指導業者の指示に従うこと。文中、仮提出と本提出があるが、仮提出の
結果、データに不備があると指導業者が判断した場合は、修正又は再測定を行うこととする。 

１ 調査対象箇所 
調査対象箇所は、森林生態系多様性基礎調査の特定調査プロット（格子点IDの末尾が0

又は5のプロット）とする。このうち、格子点IDの末尾が5のプロット（カテゴリＡ）で
は以下の全てを行うが、格子点IDの末尾が0のプロット（カテゴリＢ）では、枯死木調査
のみ行うこととし、以下の２の(3)及び(4)並びに３、４及び５は行わない。 

２  現地調査 
下記の調査を行い、野帳の記録、写真の撮影、試料の採取等を実施する。野帳及び各種

写真については、マニュアルに定める様式に従い、指導業者に提出する。 

(1) 概況調査 

調査地に到達した時点で、森林生態系多様性基礎調査の杭の存在を確認し、調査地の
概況を記載するとともに、写真撮影を行う。 

(2) 枯死木調査 

林床の倒木（直径5cm以上）の直径を、マニュアルに指定された二方向の大円の直径上
で計測する。また、これらの直径ラインから片側１ｍ（計２ｍ）の幅の内側にある根株
と立枯木について、直径、高さ、樹種、分解度等を測定し、根株についてはマニュアルに
指定された方法で写真撮影を行う。 

(3) 堆積有機物量調査 

マニュアルに指定された大円内の４か所において、林床に堆積している有機物の厚さ
を計測し、試料を採取する。調査面積は0.25㎡(0.5m×0.5m) （②）。 

(4) 土壌炭素蓄積量調査 

堆積有機物量調査と同じ箇所において、スコップ、コテ、剪定ばさみ、のこぎり等を使

用し 40cm 深の土壌断面を作成し、断面記載と写真撮影を行う（①）。30cm 深までの炭

素分析用の土壌試料と、容積重測定用の定体積土壌試料を３層位で採取する（③、④）。炭素

分析用土壌試料は現地で１箇所に集めて写真を撮影する（⑤）。次に、層位ごとに４プ

ロットの試料をよく混合する（⑥）。混合した試料は、化学分析用試料（約500g）を確保

し、残りは廃棄する（⑦）。土壌試料の混合等の詳細は指導業者の指示に従う。 

（①～⑦は、別紙３の野外調査フロー図と対応） 

 

(5) 調査結果の整理及び仮提出 

調査箇所ごとに調査結果を整理し、指導業者が指定する様式に従って調査データの電子
ファイルを作成し、野帳、各種写真、試料リストの電子ファイルとともに指導業者に仮
提出し点検及び指導を受ける。 

３ 容積重の測定 
２で採取した定体積土壌試料については下記の手順で容積重を測定する。測定した各

重量について、マニュアルに定める様式に従い電子ファイルに入力し、指導業者に提出 



する。 

①試料の採取時重量を測定し、試料を室温で乾燥する。 
②室温で乾燥した試料を乾燥機によって105℃で24時間乾燥し、乾燥後の重量を測定す

る。 
③マニュアルで指定された精度チェックにより乾燥後の重量を確認した後、試料を2mm

の円孔篩を使用してふるい分け、篩を通過した細土を取り分け、その一部を点検用
に保管する。ふるい上に残った試料を水で洗い、根及び粗大有機物（以下「根」と
いう。）並びに礫をそれぞれ取り分ける。 

④取り分けた根及び礫を再び乾燥機で105℃で24時間乾燥し、乾燥後の重量をそれぞれ
測定する。 

⑤指導業者の指定した形式に従い電子ファイルに入力し、指導業者に仮提出し点検を
受ける。指導業者の要請があった場合、点検用に保管した細土、根、及び礫試料を
指導業者に提示する。 

⑥データの本提出後、試料は廃棄する。 

４ 炭素分析用土壌試料及び堆積有機物試料の調整 
２で採取した炭素分析用土壌試料及び堆積有機物試料については、５において炭素量

を分析するための前処理（試料調整）を行う。堆積有機物試料の重量測定結果はマニュ
アルに定める様式に従い電子ファイルに入力し、指導業者に提出する。また、(1)の③及
び(2)の⑤にある保存用試料と分析終了後に残った分析用試料を指導業者に提出する。 

(1) 炭素量分析用土壌試料の調整 
①室温で一定重量になるまで試料を乾燥（風乾）させる。乾燥中に土塊を細かく砕き、

礫（>2mm）と植物遺体（>2mm）を取り除いていく。乾燥中は、時々天地返しを行い、
全体を均一に乾燥させる。 

②風乾した試料を2mm円孔篩でふるい、篩上に残った土塊はつぶして根と礫を分離し、
再度ふるって礫、根以外の土壌を全て通過させる。 

③ふるいを通過した土壌試料をよく混合してから、チャック付きポリ袋を使用して保
存用試料（100g程度）と分析用試料（10g程度）に取り分ける（余った試料は廃棄）。 

④調整が完了した保存用試料は、マニュアルに従って、順次、速やかに指導業者に提
出する。 

(2) 堆積有機物試料の調整 
①試料を室温で乾燥する。試料に礫、土壌等、堆積有機物以外のものが含まれていた

場合はそれらを取り除く。 
②試料を紙袋に移し、空気循環式の乾燥機を用いて、70℃で48時間以上乾燥し、重量

を測定する。 
③重量の確認後に、指導業者が指定する方法に従って、試料を混合した後、粉砕器を

使って粉砕し、2mm未満の粉砕試料にする。 
④粉砕試料をよく混合してから、チャック付きポリ袋を使用して保存用試料（20g程度）

と分析用試料（10g程度）に取り分ける（余った試料は廃棄）。 
⑤調整が完了した保存用試料は、マニュアルに従って、順次、速やかに指導業者に提

出する。 
⑥重量の測定結果について、指導業者の指定した形式に従い電子ファイルに入力し、

指導業者に仮提出し点検を受ける。 

５  試料分析 
４の(1)及び(2)で得られた炭素分析用土壌試料及び堆積有機物試料について、炭素濃

度、窒素濃度等の分析を行う。一連の分析ごとに、分析結果を指導業者の指定した形式
に従い電子ファイルに入力し、指導業者へ仮提出する。さらに２回の測定結果が(2)の⑤
の基準を満たさない場合再測定を行う。測定結果は、指導業者の指定した形式に従い電
子ファイルに入力し、指導業者に仮提出する。 

(1) 含水比の測定 
①土壌試料(2-3g)については、乾燥機を用いて105℃、24時間の乾燥を行い、重量減少

から含水比及び水分係数を計算する。 



②堆積有機物試料(1g)については、乾燥機を用いて70℃、24時間の乾燥を行い、重量
減少から含水比及び水分係数を計算する。 

③測定した重量について、指導業者の指定した形式に従い電子ファイルに入力し、指
導業者に仮提出し点検を受ける。 

(2) 全炭素・全窒素分析 
①装置は、乾式燃焼法による分析装置（NCアナライザー、CNコーダ、varioMAX等）を

使用する。 
②分析を行う試料は、微粉砕した微粉末試料を使用する。ただし、微粉砕を行わなく

ても分析のばらつきが少なく、以下の精度が十分に確保されると確認された場合に
は本作業を省略することができる。 

③分析の途中で、50試料につき１点程度（試料点数の間隔は指導業者の指示に従う。） 
指導業者が提供する指定された標準土壌試料又は標準堆積有機物試料の分析を行う。
一連の分析終了ごとに、分析結果を指導業者の指定した形式に従い電子ファイルに
入力し、指導業者へ仮提出する。 
測定した標準土壌試料（又は標準堆積有機物試料）の分析値が、指導業者が確定

させた分析値と著しく相違すると指導業者が判断した場合には、その一連の分析の
試料を再測定する。再測定の試料は指導業者が指定する。 

④分析は同一試料について２回行う。２回の測定は原則として別々の日に行う。 
⑤２回の同一試料の分析値のばらつきが以下の範囲を超える場合には再測定を行う。

ア絶乾土当たりの炭素濃度 
a ２つの値の平均が10g/kg未満の場合、それら２つの値の差が1.13g/kg以下であ

ること  
b ２つの値の平均が10g/kg以上50g/kg未満の場合、変動係数（標本標準偏差÷平均 

×100）が8％ 以下であること 
c ２つの値の平均が50g/kg以上600g/kg以下の場合、変動係数が4％以下であるこ

と  
イ 絶乾土当たりの窒素濃度 
a ２つの値の平均が5g/kg未満の場合、それら２つの値の差が1.41g/kg以下である

こと  
b ２つの値の平均が5g/kg以上10g/kg未満の場合、変動係数（標本標準偏差÷平均 

×100）が20％ 以下であること 
c ２つの値の平均が10g/kg以上30g/kg以下の場合、変動係数が10％以下であるこ

と 
⑥(2)の⑤の基準を満たした試料の測定結果は指導業者の指定した形式に従い電子フ

ァイルに入力し、指導業者に仮提出し点検を受ける。 
⑦仮提出の点検によりデータが確定した分析用試料については、残った試料を分析終

了後に指導業者に提出する。 

６ 調査結果の本提出 
現地調査、容積重の測定、試料調整、試料の分析の各段階での仮提出によるチェッ

ク、修正で確定したデータをマニュアルに定める様式に入力し本提出する。 



⑤ 

１か所に集めて写真撮影 

層位ごとに４か所の試料 

をまとめて、よく混合 

500g を袋に確保し 

他は廃棄 

炭素分析用土壌試料（混合） 

（３深度*） 

炭素分析用土壌試料 

（４か所×３深度*） 

① 東西南北の４か所で 

土壌断面を形成 

② 

東西南北の４か所で 

堆積有機物を採取 

④ 

定体積土壌試料 

（４か所×３深度*） 

堆積有機物試料 

（４か所×２区分*） 

別紙３ 

 

土壌炭素蓄積量調査のフロー（①～⑦は別紙２の２現地調査（４）に対応） 
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⑥ 
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・注* 3 深度：0-5cm、5-15cm 及び 15-30cm の 3 深度の層 

2 区分：T(落枝、球果)及び T 以外の堆積有機物（L+F+H）の２つの区分 

※最終的に化学分析に供するサンプル数については１プロット当たり堆積有機物は２、土壌試料は３の合

計５サンプルとなる。 
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【別紙４】 

 

 

 

みどりチェック実施状況報告書 

 

事業名  

事業者名  

担当者・連絡先  

 

以下のア～カの取組について、実施状況を報告します。 

 

ア 環境負荷低減に配慮したものを調達するよう努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・対象となる物品の輸送に当たり、燃料消費を少なくするよう検

討する（もしくはそのような工夫を行っている配送業者と連携

する）。 

☐ ☐ 

・対象となる物品の輸送に当たり、燃費効率の向上や温室効果ガ

スの過度な排出を防ぐ観点から、輸送車両の保守点検を適切に

実施している。 

☐ ☐ 

・農林水産物や加工食品を使用する場合には、農薬等を適正に使

用して（農薬の使用基準等を遵守して）作られたものを調達す

ることに努めている。 

☐ ☐ 

・事務用品を使用する場合には、詰め替えや再利用可能なものを

調達することに努めている。 
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該当」）、

その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                   ） 

イ エネルギーの削減の観点から、オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状

況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない取組（照明、空調

のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃費効率の良い機械の利用

等）の実施に努める。 



 

2 

 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・事業実施時に消費する電気・ガス・ガソリン等のエネルギーに

ついて、帳簿への記載や伝票の保存等により、使用量・使用料

金の記録に努めている。 

☐ ☐ 

・事業実施時に使用するオフィスや車両・機械等について、不要

な照明の消灯やエンジン停止に努めている。 
☐ ☐ 

・事業実施時に使用するオフィスや車両・機械等について、基準

となる室温を決めたり、必要以上の冷暖房、保温を行わない

等、適切な温度管理に努めている。 

☐ ☐ 

・事業実施時に使用する車両・機械等が効果的に機能を発揮でき

るよう、定期的な点検や破損があった場合は補修等に努めてい

る。 

☐ ☐ 

・夏期のクールビズや冬期のウォームビズの実施に努めている。 ☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該当」）、

その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                   ） 

 

ウ 臭気や害虫の発生源となるものについて適正な管理や処分に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・臭気が発生する可能性がある機械・設備（食品残さの処理や堆

肥製造等）を使用する場合、周辺環境に影響を与えないよう定

期的に点検を行う。 

☐ ☐ 

・臭気や害虫発生の原因となる生ごみの削減や、適切な廃棄など

に努めている。 
☐ ☐ 

・食品保管を行う等の場合、清潔な環境を維持するため、定期的

に清掃を行うことに努めている。 
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由

（                                  ） 

 



 

3 

 

エ 廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・事業実施時に使用する資材について、プラスチック資材から紙

などの環境負荷が少ない資材に変更することを検討する。 
☐ ☐ 

・資源のリサイクルに努めている（リサイクル事業者に委託する

ことも可）。 
☐ ☐ 

・事業実施時に使用するプラスチック資材を処分する場合に法令

に従って適切に実施している。  
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 

 

 

オ 工事等を実施する場合は、生物多様性に配慮した事業実施に努める。 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・近隣の生物種に影響を与えるような、水質汚濁が発生しないよ

う努めている。 
☐ ☐ 

・近隣の生物種に影響を与えるような、大気汚染が発生しないよ

う努めている。 
☐ ☐ 

・施工にあたり使用する機械や車両について、排気ガスの規制に

関連する法令等に適合したものを使用する。 
☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 

 

カ みどりの食料システム戦略の理解に努めるとともに、機械等を扱う場合は、機械

の適切な整備及び管理並びに作業安全に努める。 



 

4 

 

 

具体的な事項 

実施し

た／努

めた 

左記

非該

当 

・「環境配慮のチェック・要件化（みどりチェック）チェックシ

ート解説書 －民間事業者・自治体等編－」にある記載内容を了

知し、関係する事項について取り組むよう努める。 

☐ ☐ 

・事業者として独自の環境方針やビジョンなどの策定している、

もしくは、策定を検討する。 
☐ ☐ 

・従業員等向けの環境や持続性確保に係る研修などを行ってい

る、もしくは、実施を検討する。 
☐ ☐ 

・作業現場における、作業安全のためのルールや手順などをマニ

ュアル等に整理する。また、定期的な研修などを実施するよう

に努めている。 

☐ ☐ 

・資機材や作業機械・設備が異常な動作などを起こさないよう、

定期的な点検や補修などに努めている。 
☐ ☐ 

・作業現場における作業空間内の工具や資材の整理などを行い、

安全に作業を行えるスペースを確保する。 
☐ ☐ 

・労災保険等の補償措置を備えるよう努めている。 ☐ ☐ 

・その他（                       ）   

・上記で「実施した／努めた」に一つもチェックが入らず（全て「左記非該

当」）、その他の取組も行っていない場合は、その理由 

（                                  ） 

 

 

 



(別添) 

                                                                                

委託事業における人件費の算定等の適正化について 

 

 

１．委託事業に係る人件費の基本的な考え方 

 

（１）人件費とは委託事業に直接従事する者（以下「事業従事者」という。）の直接作

業時間に対する給料その他手当をいい、その算定に当たっては、原則として以下の

計算式により構成要素ごとに計算する必要がある。 

    また、委託事業計画書及び実績報告書の担当者の欄に事業従事者の役職及び氏名

を記載すること。 

 

人件費＝ 時間単価※１ × 直接作業時間数※２ 

 

 ※１ 時間単価 

   時間単価については、契約締結時に後述する算定方法により、事業従事者一人一

人について算出し、原則として額の確定時に時間単価の変更はできない。 

   ただし、以下に掲げる場合は、額の確定時に時間単価を変更しなければならない。 

        ・事業従事者に変更があった場合 

        ・事業従事者の雇用形態に変更があった場合（正職員が嘱託職員として雇用さ

れた等） 

    ・委託先における出向者の給与の負担割合に変更があった場合 

        ・超過勤務の概念がない管理職や研究職等職員（以下、「管理者等」という。） 

     が当該委託事業に従事した時間外労働の実績があった場合 

   また、上記のほか、地域別、業種別等の賃金水準の変動に伴い、委託先において

賃金改定をした場合であって、実施中の委託事業に適用される時間単価が適当でな

いと認められるときは、別途委託先と協議の上、時間単価を変更することができる。

その場合、委託先との協議は、履行期限まで３か月以上ある場合に限り開始できる

ものとし、協議が調ったときは、当該賃金改定が適用された日（月を単位として適

用された場合はその月）以降の人件費について、変更後の時間単価を適用するもの

とする。 

 



 

 ※２ 直接作業時間数 

      ① 正職員、出向者及び嘱託職員 

        直接作業時間数については、当該委託事業に従事した実績時間についてのみ

計上すること。 

      ②  管理者等 

     原則、管理者等については、直接作業時間数の算定に当該委託事業に従事し

た時間外労働時間（残業・休日出勤等）を含めることはできない。ただし、当

該委託事業の遂行上やむを得ず当該委託事業のために従事した時間外労働にあ

っては、直接作業時間数に当該委託事業に従事した時間外労働時間（残業・休

日出勤等）を含めることができることとする。 

 

（２）一の委託事業だけに従事することが、雇用契約書等により明らかな場合は、上記

によらず次の計算式により算定することができる 

 

人件費＝ 日額単価 × 勤務日数 

     

人件費＝ 給与月額 × 勤務月数（１月に満たない場合は、日割り 

     計算による。） 

 

 

２．受託単価による算定方法 

 

 委託先（地方公共団体を除く。以下２．において同じ。）において、受託単価規程等

が存在する場合には、同規程等における単価（以下「受託単価」という。）の構成要素

等の精査を委託契約締結時に行った上で、受託単価による算定を認める。 

    ○ 受託単価の構成要素を精査する際の留意点 

ア 事業従事者の職階（課長級、係長級などに対応した単価）に対応しているか。 

イ 受託単価に人件費の他に技術経費、一般管理費、その他経費が含まれている

場合は、各単価及びその根拠を確認すること。 

   ウ 受託単価に技術経費、一般管理費等が含まれている場合は、委託事業計画書

及び委託事業実績報告書の経費の区分欄に計上する技術経費、一般管理費に重



複計上されていないか確認すること。 

 

＜受託単価による算定方法＞ 

○正職員及び管理者等の時間単価は、受託単価規定等に基づく時間単価を使用するこ

と。 

 

○出向者、嘱託職員の受託単価計算 

 事業従事者が出向者、嘱託職員である場合は、受託単価規程等により出向者受託単

価、嘱託職員受託単価が規定されている場合は、それぞれの受託単価を使用すること

ができる。ただし、出向者及び嘱託職員に係る給与については、委託先が全額を負担、

一部のみ負担、諸手当が支給されていない等多様であるため、適用する受託単価の構

成要素のうち人件費分について精査し、後述する実績単価により算出された人件費単

価を超えることはできない。 

 

３．実績単価による算定方法 

 

 委託先に受託単価規程等が存在しない場合には、時間単価は以下の計算方法（以下「時

間単価計算」という。）により算定する。（円未満は切捨て） 

 

＜実績単価の算定方法＞ 

○正職員、出向者（給与等を全額委託先で負担している者に限る。）及び嘱託職員の

人件費時間単価の算定方法 

   原則として下記により算定する。 

 

人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等）÷年間理論総労働時間 

 

  ・年間総支給額及び年間法定福利費の算定根拠は、「前年又は前年度若しくは直近

１年間の支給実績」を用いるものとする。ただし、中途採用など前年又は前年度若

しくは直近１年間の支給実績による算定が困難な場合は、別途委託先と協議の上定

めるものとする（以下同じ。）。 

 ・年間総支給額は、基本給、管理職手当、都市手当、住宅手当、家族手当、通勤手 

当等の諸手当及び賞与の年間合計額とし、時間外手当、食事手当などの福利厚生面 



 で支給されているものは除外する（以下同じ。）。 

 ・年間法定福利費等は、健康保険料、厚生年金保険料（厚生年金基金の掛金部分を 

含む。）、労働保険料、児童手当拠出金、身体障害者雇用納付金、労働基準法の休 

業補償及び退職手当引当金の年間事業者負担分とする（以下同じ。）。 

 ・年間理論総労働時間は、年間総支給額の算定期間に係る営業カレンダー等から年

間所定営業日数を算出し、就業規則等から１日当たりの所定労働時間を算出し、こ

れらを乗じて得た時間とする（以下同じ。）。 

 

○出向者（給与等の一部を委託先で負担している者）の時間単価の算定方法 

 出向者（給与等の一部を委託先で負担している者）の時間単価は、原則として下記 

により算定する。 

 

人件費時間単価＝委託先が負担する（した）（年間総支給額＋年間法定福利費等） 

÷年間理論総労働時間 

 

  ・事業従事者が出向者である場合の人件費の精算に当たっては、当該事業従事者に 

対する給与等が委託先以外（出向元等）から支給されているかどうか確認するとと 

もに、上記計算式の年間総支給額及び年間法定福利費は、委託先が負担した額しか 

計上できないことに注意すること。 

 

○管理者等の時間単価の算定方法 

 原則として管理者等の時間単価は、下記の（１）により算定する。ただし、やむを

得ず時間外に当該委託事業に従事した場合は、（２）により算定した時間単価を額の

確定時に適用する。 

（１）原則 

人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等）÷年間理論総労働時間 

（２）時間外に従事した場合 

人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費等）÷年間実総労働時間 

 ・時間外の従事実績の計上は、業務日誌以外にタイムカード等により年間実総労働 

 時間を立証できる場合に限る。 

 ・年間実総労働時間＝年間理論総労働時間＋当該委託事業及び自主事業等における 

時間外の従事時間数の合計 



 

４．一般競争入札により委託契約を締結する場合の例外について 

 

  一般競争入札により委託契約を締結する場合、受託規程で定める単価よりも低い受託

単価又は本来の実績単価よりも低い実績単価を定めている場合は、精算時においても同

単価により人件費を算定すること。 

 

５．直接作業時間数を把握するための書類整備について 

 

 直接作業時間数の算定を行うためには、実際に事業に従事した事を証する業務日誌が

必要となる。また、当該業務日誌において事業に従事した時間のほか、他の業務との重

複がないことについて確認できるよう作成する必要がある。 

 

【業務日誌の記載例】 

 

① 人件費の対象となっている事業従事者ごとの業務日誌を整備すること（当該委託事

業の従事時間と他の事業及び自主事業等に係る従事時間・内容との重複記載は認めら

れないことに留意する。）。 

② 業務日誌の記載は、事業に従事した者本人が原則毎日記載すること（数週間分まと 

めて記載することや、他の者が記載すること等、事実と異なる記載がなされることが



ないよう適切に管理すること。）。 

③ 当該委託事業に従事した実績時間を記載すること。なお、従事した時間に所定時間

外労働（残業・休日出勤等）時間を含める場合は、以下の事由による場合とする。 

 ・委託事業の内容から、平日に所定時間外労働が不可欠な場合 

 ・委託事業の内容から、休日出勤（例：土日にシンポジウムを開催等）が必要である

場合で、委託先が休日手当を支給している場合。ただし、支給していない場合でも委

託先において代休など振替措置を手当している場合は同様とする。 

④ 昼休みや休憩時間など勤務を要しない時間は、除外すること。 

⑤ 当該委託事業における具体的な従事内容が分かるように記載すること。なお、出張

等における移動時間についても当該委託事業のために従事した時間として計上するこ

とができるが、出張行程に自主事業等他の事業が含まれる場合は、按分計上を行う必

要がある。 

⑥ 当該委託事業以外の業務を兼務している場合には、他の事業と当該委託事業の従事

状況を確認できるように区分して記載すること。 

⑦ 委託先における勤務時間管理者は、タイムカード（タイムカードがない場合は出勤

簿）等帳票類と矛盾がないか、他の事業と重複して記載していないかを確認の上、記

名する。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この通知は、平成２２年９月２７日以降に制定する委託事業仕様書等に基づく委託

事業から適用する。 

（経過措置） 

２ この通知の施行日現在、既に制定されている委託事業仕様書等に基づき実施されて

いる平成２２年度の委託事業における人件費の算定等について、当該委託事業に係る

委託元又は委託先において本通知の趣旨を踏まえた対応が可能な事項がある場合に

は、当該事項については、本通知により取り扱うものとする。 

３ 前項の委託事業仕様書等に基づく委託事業を平成２３年度以降も実施する場合に

は、本通知を適用する。 

 

   附 則 

 この通知は、令和３年１月１日から施行する。 

 



附 則（令和８年１月１９日付け７予第１９４２号） 

（施行期日） 

１ この通知は、令和８年１月１９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この通知の施行前に、この通知による改正前の委託事業における人件費の算定等の

適正化について（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 961 号大臣官房経理課長通知。以下

「人件費通知」という。）に基づき、この通知による改正後の人件費通知と異なる取

扱いをしている委託事業における人件費の算定については、この通知による改正前の

人件費通知の規定を適用することができる。 
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